
 

 1

平成 22 年（2010 年）1 月 20 日 NO.2010-2 

 

韓国の輸出競争力 

～グローバル危機克服を支えた要因と今後の課題～ 

 
韓国経済は、グローバル金融危機の影響で 2008 年第 4 四半期以降、マイナス成長

を余儀なくされたが、2009 年第 1 四半期には前期比ベースでプラス成長に転換、2009
年通年でも小幅のプラス成長が見込まれている。韓国が世界的にみて比較的早い段階

での景気持ち直しに成功した要因としては、政府が過去最大規模の景気刺激策により

内需の下支えを図ったことに加え、ウォン相場の大幅下落に伴う輸出競争力の改善を

背景とした輸出の回復などが指摘されている。 
本稿では、ウォン相場が韓国の輸出に与えた影響と、産業競争力について分析した

うえで、今後の持続的な輸出拡大に向けた課題について概観してみたい。 
 
1. 輸出動向とウォン相場 

韓国の輸出は、GDP の 46％（2008 年時点）を占め、経済の行方を左右する。グロ

ーバル金融危機に伴う世界的な景気悪化に伴い、2008 年末から 2009 年初めにかけて、

輸出は大幅な落ち込みを余儀なくされたが、他の NIEs 諸国・地域に比べて落ち込み

幅は相対的に浅く、第 3 四半期には前年を上回る水準まで回復した（第 1 図、第 2 図）。

国・地域別では、全体の 5 割を占める中国をはじめとするアジア域内向けが回復の牽

引役となっており、品目別では、全体の約 3 割を占める電子・電機のほか、化学品な

どの改善が目立つ。中国をはじめ各国の景気対策による内需喚起の効果の波及などが

輸出の回復を下支えしたと考えられる。 
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第 1 図：実質 GDP 成長率と輸出の推移 第 2 図：実質輸出の推移 
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韓国が、他の NIEs 諸国に比べて良好な輸出パフォーマンスをみせた要因の一つと

して、ウォン安の効果が指摘される。ウォン相場は、2008 年 9 月のグローバル金融危

機以降急落し、一時、1 ドル＝1,500 ウォン台と 10 年ぶりの安値水準まで下落した（第

3 図）。15 通貨に対するウォン相場の加重平均に物価要因を加味した実質実効レート

でみると、下落幅は NIEs（韓国、台湾、香港、シンガポール）のなかでも突出（第 4
図）、足元はウォン高方向に戻りつつあるとはいえ、依然 84.1（11 月時点）と 2008
年初めに比べて約 20 ポイント程度下回る水準にある。 
 

第 3 図：ウォン相場の推移 第 4 図：実質実効レート 
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ウォン安が輸出に与える影響を推計すると、実質実効レートの 1％の下落は実質輸

出を 0.2％押し上げる要因となる。このため、実質実効レートが約 3 割下落した 2008
年第 4 四半期から 2009 年第 1 四半期には、約 6％前後の実質輸出に対する押し上げ効

果があったと試算される（第 5 図）。 
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第 5 図：実質輸出の要因分解 

（注）推計式＝-7.89＋5.64×（主要輸出地域GDP）－0.20×（実質実効為替レート）

     　      　        (-2.2)　(5.5)　　　　　　　　　　　(-1.5)
　　　(    )内はt値。数値は全て対数。推計期間2002～2009年第3四半期。Adj-R2:0.58。
（資料）CEIC、BISなどより三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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2. 産業別の輸出競争力と産業政策 

（1）輸出競争力分析 
次に、為替の影響に左右されない、実力ベースでの輸出競争力をみてみたい。ここ

では韓国、日本、中国に加え、ASEAN のなかでも電機や自動車産業の集積がみられ

るタイの 4 カ国を比較する。 
顕示的比較優位指数（RCA）を用いて、産業別の輸出競争力をみてみると（第 6 図）、

韓国は、船舶で圧倒的な競争力を持つほか、近年は、液晶ディスプレーパネル等を含

む光学・精密機械で急速に競争力を高めてきたことがわかる。このほか、化学や鉄鋼、

電子部品を含む電機などでは、中国の追い上げもあり相対的な優位性は一部で薄れつ

つあるものの、依然、高い競争力を有している。他方、一般機械や繊維・同製品は相

対的に競争力が低く、近年は低下傾向を辿っている。 
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第 6 図：RCA 指数による産業競争力比較 

（注）RCA 指数＝［（A 国のｉ財の輸出額／ A 国の総輸出額）／（ｉ財の世界輸出額／世界総輸出額）］× 100
　　　指数が1を超えると当該産業は比較優位を意味する。

（資料）国連資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

鉄鋼（HS72+73）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

一般機械（HS84）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

電機（HS85）

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

電機：うち半導体（HS8541+8542）

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

船舶（HS89）

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

輸送機械（HS87）

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

光学・精密機械（HS90）

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

化学（HS28+29）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

繊維・同製品（HS50～63）

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

95 97 99 01 03 05 07

中国 日本

韓国 タイ

 
 
（2）産業政策 

韓国が、特定の産業において高い輸出競争力を持つに至った背景としては、政府の

産業政策の影響が大きい。韓国政府は、1970 年代以降、輸出指向工業化を進める過程

で、効率的な資源・資金配分を行うため、輸出拡大が見込める特定の産業（鉄鋼、自

動車、造船、電子、化学など）に対し、政策金融や税制面で積極的な優遇政策を行っ

た。1990 年代以降は、市場自由化と規制緩和の流れのなかで、技術力向上による産業

競争力の強化を目指し、成長分野における R&D や設備投資に対する税制支援や産業

インフラ整備など、間接的支援に力を入れている。強化対象となる産業分野は、1990
年代の半導体やコンピューター機器などハイテク産業から、2000 年代以降は、次世代

成長動力産業にシフトしている。2003 年には、今後 5～10 年で経済成長の牽引役が期

待できる次世代の成長動力産業として、ディスプレー、知能型ロボット、未来型自動

車、次世代半導体など 10 大分野を選定、40 製品 153 技術の開発・育成に 2 兆ウォン
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の R&D 予算を投入したほか、R&D の 6 割強を占める大企業の R&D 投資活性化のた

め、大企業 R&D 投資税額控除制度の改善を図った。 
以上のような政府の産業政策の結果、優遇を受けた大企業が急成長する一方、資本

財、中間財などを生産する裾野産業の育成が遅れた。エレクトロニクス産業に代表さ

れるように、最終製品段階での輸出競争力は高い反面、こうした製品の生産に不可欠

な資本財、部品、素材等は先進国からの輸入に依存する構造となっている。輸入は、

再輸出用の資本財・中間財が約 4 割（2007 年時点）を占める。とくに、半導体やディ

スプレーなど主要輸出品のコア装置については、輸入の大半を日本に依存している。

貿易収支は、全体としては黒字基調を維持しているものの、日本に対しては慢性的な

貿易赤字となっている（第 7 図）。 
こうした韓国の技術貿易赤字の問題は、R&D の質にも起因している。韓国におけ

る R&D 支出額は、2007 年には 31 ウォン（GDP 比 3.5％）と日米欧の主要国を上回る

水準まで拡大した（第 8 図）。ただし、韓国では、新技術の開発を目的とした基礎研

究は約 25％程度にとどまる一方、新製品開発目的の応用・開発研究が約 5 割を占め、

先進国技術をベースに競争力を強化してきた構図が窺える。 
 

第 7 図：貿易収支の推移  第 8 図：R&D 支出規模の国際比較 
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3. 韓国企業のグローバル戦略 

従来から韓国企業は、技術面で先進国企業に後れを取るなか、経営資源の集中と巨

額の設備投資により、いわゆる「少品種大量生産」体制を構築、価格競争力を武器に

シェア拡大を追及してきた。今回のグローバル危機の局面において、韓国輸出企業が

販売を好調に伸ばした要因としては、ウォン安による価格競争力の向上ばかりでなく、

消費市場が急激に縮小するなか、市場ニーズに合った商品・サービスの提供に成功し

た点があげられる。 
現代自動車は、2008 年末、米国で自動車購入者が失業した場合には車を返却すれば

その後の支払いを免除されるキャンペーンを導入、2009 年の新車販売台数は、他のメ

ーカーが軒並み販売の落ち込みに直面するなか、小型車を中心に前年を上回る伸びを
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みせた。世界全体でも 2009 年 1-9 月時点の販売台数は前年比 15.3％と二桁の伸びを

記録した（第 9 図）。品質面での信頼性も高まっており、米調査会社 JD パワーの 2009
年の初期品質調査では、現代自動車「Elantra」が小型車部門で首位に立った。 
他方、サムスン電子は、LED（発光ダイオード）を光源として用いた、いわゆる「LED

テレビ」の生産・販売を強化、幅広い製品ラインナップと魅力的な価格設定などで日

系企業に先行、積極的な販売キャンペーンなどにより市場シェアを拡大、2009 通年の

売上高は 136 兆 500 億ウォン（1,168 億ドル）と、独シーメンスや米ヒューレット・

パッカードを上回り IT・家電関連企業で世界首位に浮上する見込みである。 
また、韓国の半導体メーカーは、DRAM および NAND 型フラッシュ・メモリ（大

容量データの書込・消去が可能で、電源を切ってもデータが消えないメモリ）等に特

化しており、その量産化を通じ市場シェア拡大に成功してきた。半導体需給の波を示

すシリコンサイクルに左右される半面、市況低迷時にも着実に設備投資を行うことで、

新製品の開発と市場シェア拡大に成功している。今回のグローバル金融危機において

も、日系や台湾の企業が、業績不振を主因に設備投資の大幅抑制を行うなか、最先端

装置への投資を実施した結果、製造コストの削減を通じ、その後の輸出競争力の維持

に繋がっている。 
 
第 9 図：世界新車販売伸び率ランキング 第 10 図：薄型テレビ販売台数世界シェア（2008 年）
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また、危機の影響が比較的小さかった新興国需要の取り込みが功を奏した点も注目

される。韓国企業は、少子高齢化が進む国内市場の限界への危機感が強く、大きな成

長が見込まれ、かつ、日本企業などライバルの少ない新興国に積極的に進出、市場開

拓に取り組んでいる。韓国の対外直接投資額は、2006 年以降急拡大、2008 年には約

216 億ドルと過去最高を記録した（第 11 図）。欧米市場で日本企業に後れを取った点

を踏まえ、中国やインドなど BRICs 諸国、ベトナム、中央アジアなどへの進出が加速

しており国・地域別では、アジアが約 5 割を占める（第 12 図）。また、進出韓国企業

は、スポーツや文化関連イベントのスポンサー、社会貢献活動などを通じ、現地にお

けるブランドイメージの構築・向上に力を入れていることも、市場シェア拡大にプラ

スに働いているとみられる。 
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第 11 図：韓国の対外直接投資額の推移 第 12 図：国別対外直接投資残高シェア（2006 年）
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4.  持続的な輸出拡大に向けた課題～裾野産業の育成 

今回のグローバル危機の局面において、ウォン安による価格競争力の強化が、韓国

の輸出にとって一定の下支え効果を発揮した面はあるものの、これまでの官民一体の

産業競争力強化に加え、韓国輸出企業による市場ニーズに合った製品・サービスの提

供は、日本の政府や企業に示唆を与えるものとして注目に値しよう。また、1997-98
年のアジア危機後、政府主導で財閥系を中心に企業部門の構造調整が行われるなかで、

事業の選択と集中により効率的な経営環境の構築が進んだことや、財閥系輸出企業の

特徴として、トップダウン型でスピード感のある経営を行い易いことなども、難しい

経営判断が求められる危機の局面においてプラスに働いたとみることができる。 
しかし、今後、中国など新興国の追い上げが予想されるなか、先進国技術をベース

とした成長モデルで輸出競争力を維持し続けることは容易ではなく、中長期的な競争

力維持や対日貿易赤字改善に向け、裾野産業の育成による産業基盤の強化が不可欠で

ある。また、裾野産業の育成は、総企業数 99.9％、雇用者数の 88.4％を占める国内中

小企業の収益改善や雇用回復を通じて、内需拡大の下支えとなることが期待される。

現在は、一部の大企業の収益改善が目立つものの、海外からの部材調達や生産の海外

シフトなどで、国内における中小企業の収益や雇用の回復は遅れている。実際、韓国

政府は、装置産業や部品・素材産業の競争力強化を通じた対日貿易赤字改善に向け、

2009 年 9 月に「新成長動力装置産業育成戦略」、11 月には「部品・素材競争力向上の

総合対策」を発表した。半導体、ディスプレー、次世代光源として注目される発光ダ

イオード（LED）など先端装置産業 8 分野を集中的に育成し、現状維持の場合に比べ

2018 年の同分野の輸入額の半減を目指すほか、10 大素材（ナノガラス、チタン素材、

高分子電解質素材など）の開発支援などを通じ、現在、先進国の約 6 割程度（2008
年）にとどまっている中核素材の技術水準の 9 割程度までの引き上げを目指す方針で

ある。 
他方、韓国にとって日本は、単なる競争相手ではなく、密接な補完関係にあること

も忘れてはならない。現在、交渉再開に向けた準備が進められている日韓 FTA は、
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部材調達面でのコスト削減や技術補完等を通じ韓国企業の競争力向上に繋がり、両国

の補完関係を一層強めるものとして、早期実現が期待されよう。 
 
 

以 上 
（H22.1.18 福地 亜希 aki_fukuchi@mufg.jp） 
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